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1 ．研究の 背景 と調査 デー
タ

（1 ）研究の 背景 と目的

　 日本社会が経験す る少子高齢化の 流れの 中

で，成人 へ の トラ ン ジ シ ョ ン の 過程に ある若

年者 の 行動 と意識に も変化 がみ られ る 。 少 子

化 との 関連で い うと，既婚 夫婦 の 子 ども数 の

減少 と ともに ， 未婚化 ・晩婚化が少 子化を加

速 させ る重 要な要因で ある こ とが指摘 されて

きた。離家，交際，結婚，出産 とい っ た家族

形成に か か わる若年者の 行動 と意識は ， 今後

の 少子高齢社会 の 将来を 占う意味で も重要 な

研 究課題 とい える 。

　本研 究は，東京 大学社会科学研 究所が 実施

して い る 「働 き方 と ラ イ フ ス タイ ル の 変化に

関するパ ネル 調査」 （Japanese 　Life　 Course

Panel　Survey − JLPS ）を素材 とし て，若年

者の行動 と意識 を分析する。特に 特定の 個人

を追跡 し て い くパ ネル 調査 の 利点を生か し ，

若年者の 行動 と意識 の 変化 の 軌跡を正確に跡

付け る こ とを 目的とす る 。

を抽出 し，第 1 ウエ
ー

ブ （第 1 回調査 ）を 2007

年 1 月か ら 4 月にか けて 実施 した 。 対象者 に

郵送で 調査 票を配布 し，追跡調査 で ある こ と

を事前に伝えた上で調査 へ の 協力 を要請 し，

調査員が訪問 して調査票 を回収 した 。 有効回

収標本は，「若年パ ネル 調 査」 で は 3367 （回

収率 34．5％），「壮年 パ ネル 調査 」 で は 1433

（回収率 40．4％）で ある。

　第 2 ウエ ーブは ，
2008 年 1H か ら 3 月 に

か けて，2007年調 査の 回答者全員に対 して郵

送配 布 ・訪問 回収法に よ り実施 し，「若年パ ネ

ル 調査 」 は 2719 名 （第 1 ウエ ーブ 回答者 の

80．8％），「壮年パ ネル 調査 」 は 1246 名 （同

87．0％）か ら回答 を得た。そ の後 も，毎年 1

月か ら 3 月にか けて，2007 年調 査の 回答者

に対 して郵送配布 ・訪問回収法 （2010年は郵

送回収）に よ り追跡調査 して い る 。
2011 年に

は第 5 ウエ
ーブの調査 を実施 し，現在調査デ

ー
タ をク リ

ー
ニ ン グ中で あ る。

　　　　　　　　　　　　　　　 （石 田浩）

（2 ）分析で用 いる調査デー
タ

　本研究で用 い るデータは，東京大学社会科

学研究所が実施 し て い る 「働 き方 とライ フ ス

タ イ ル の 変 化 に 関 す る パ ネ ル 調 査 」

（Japanese 　I・ife　Course　Panel　Survey −

JLPS ）で ある。　 JLPS は，  20− 34 歳 の 若

年 者 を 対 象 と し た 「若 年 パ ネ ル 調 査 」

（JLPS −Y ），   35− 40 歳を対象 と した 「壮年

パ ネル 調 査」 （JLPS −M ），さ らに，  高卒者

を対象 と した 「高卒パ ネル 調査 」 （JLPS ・H ）

の 3 つ か ら構成 されて い る。

　今回こ の セ ッ シ ョ ン で 報告する 3 つ の 研究

は ，「若年パ ネル 調査 」 と 「壮年 パ ネル 調査 」

を合体 し て用い た分析で ある。これ らの 調 査

は，日本全国に居住する男女 （うち，「若年パ

ネル 調査」 は 20 〜34 歳 ，
「壮年パ ネル 調査 」

は 35〜40歳）を母集団 として 住民基本台帳 ・

選挙人名簿か ら性別 ・年齢を層化 し て 対象者

2 ．若年者の 交際

（1 ）問題設定

　若年者 の 離家 ・交際 ・結婚は，青年期 か ら

成人 期 へ の トラ ン ジシ ョ ン にお け る 重 要な ス

テ ッ プ で あ る 。 若年者の結婚に向けた活動は，

就職 活動 との 対応 で っ くられた 「結婚活動」

（婚 活）とい う言 葉の 普及 とともに 関心 が広 が

っ て い る 。

　異性の 交際相手を見つ けるために積極的に

活動する こ とを 「婚 活」 とする と ， 本研 究で

は ，婚活 と交際 の 関連につ い て分析す る。具

体的には，婚 活 は どの 程度普及 して い る の か，

婚活 を行 うの は誰か，婚活 によ っ て 交際相手

は み つ か る の か，とい う3 つ の質問に関 して ，

JLPS の 分析 を通 し て 検討 して い く。

（2 ）婚活の実態

JLPS 第 1 ウエ
ーブで結婚 して い な い で 交
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際相手 の い ない 若年 ・壮年調査 の 回答者 を分

析対象 とする と ， 第 1 と第 2 ウエ
ー

ブ の 問で

「婚活」 をお こ なっ た の は ，男性で 43％，女

性で 41％ で あ っ た 。

　次に婚活 を行 っ た 回答者 の 属性を調 べ る と，

男性 で は 高等教育を受けた者 ， 第 1 ウエ
ー

ブ

で 正 規の仕事に従事 して い る者，結婚意向の

ある者，異性 と知 り合 う機会 の 多い 者が，婚

活 を行 い やす い こ とがわか っ た 。 女性で は，

学歴や労働市揚 の 経験 は影響を及ぼ さない が ，

出身家庭の 資産 （個室や別荘の所有） と結婚

意向が婚活に正 の影響 を及 ぼ して い る 。 男性

も女性 も親 との 同居 は ， 婚活 には影響しな い 。

（3 ） 婚活 と交際の 関係

　最後に婚活 は交際相手 を見つ ける確率を高

め るか に つ い て 検証す る。婚活 の 因果効果を

測定するた めに，反事仮想の枠組み を用い る 。

こ の 枠組みで は，実験 の ロ ジ ッ ク との 対比 を

応用 しなが ら， 個人 が処置 （treatment）を

受 けた 場合 と受け な い 場合 の 潜在 的な結果

（potential　outcomes ）を 比 較 し よ うとする

方法 で ある 。 こ こ で の 処置 （割 り当て 変数）

は，第 1 と第 2 ウエ ーブ の 間に婚活を行 っ た

否 か で あ り，結果変数は第 2 ウエ
ーブ で の 交

際相手の 有無で ある。処置 の 開始以前に観察

される共変量が類似す る処 置群と統制群を マ

ッ チ させ て 潜在的 な結果 の 違い を検証する。

分析戦略 を示 した の が下図で あ る。

（時間）

　 　 　 　 　 　 　 Wave て　 　 　 　 　 　 　 Wave 　2

− 一
一 　　　　　　　一．丿
　 　 　 Y

　 　 共変量の 測 定

一
v

−
　
・一ノ

↑

　 　 割 り当 て 変　 結果 変数

　 　 数 の 測定　 　の 測 定

処置前に 観察される共

変量 により処置群 と統

制群をマ ッチ

図 反 実仮想 の 枠 組み によ る因 果効果 の 分析

　分析結果に よる と，婚活 を最 もしそ うに な

い 回答者 の 問で は ， 婚 活 に よ り交際相手 を見

つ ける確率は高ま るが，婚活 を しそ うな回答

者 の 問で は，婚活効果 は明 らか で はなか っ た。

こ の よ うに婚活の 効果は 同質的で は な く，婚

活 をは じめる以前の人 々 の様 々 な属性 に より，

そ の 効果が異なる こ と が 判明 し た 。

　　　　　　　　　　　　　　　（石 出浩）

3 ．学歴 に関する配偶者選択の 動向

（1 ） 目的

　本 報告は，女性の学歴に関する配偶者選 択

（Educational　Assortative　Mating，以下

EAM ）の動向の 検証 を通 じて ， 女性 の 結婚行

動にお ける注 目す べ き変化を特定 し，その 背

景 として既存 の 議論 で見過 され て きた要因を

探る こ とを 目的 とす る 。

　（2 ） 問題設定

　日本 の EAM に つ い て ，女性が 自分よ りも学

歴 の 高い ある い は 同等で ある男性 と結婚する

　（上昇婚 ・同類婚） こ とが多く，学歴 の 低い

男性 との 結婚 （下方婚）が少 ない とい う特徴

が存在す る こ とが指摘 され て きた。サーチ理

論的枠組みに依拠 した 立場か ら，女性は ， 自

分 と少 な くとも同等か それ以上 の 学歴を もつ

こ とを配偶者の 留保水準 と し て 織 り込 んだ上

で 配偶者探索を行 い
， 留保水 準 を上回る相手

を見 つ けたとき に結婚 に踏み切 る とい う説明

が提示 され て い る 。 す なわ ち，EAM の 日本

的特徴は女性 の 側 の 配偶者探索行動の 帰結 と

して理解で きる。こ の 説明を敷衍 し て ，EAM

と晩婚化 の 関係 を問 う議論が近年展 開 され て

い る。すなわち，女性の 教育水準が男性 よ り

も平均的に低い状況にお い ては ， 留保水準 を

上 回 る男性 を見 つ ける こ とが容易 にな る の で

早婚の 傾向が強ま るが ， 逆に女 睦 の高学歴化

が進行 して ， 女性 よ り高学歴 で あ る男性が相

対 的に減少 す る と ， 上昇婚 ・同類婚が 困難に

な り晩婚化が進行する とい う。こ の 説明に関

して，．ヒ昇婚が 困難になれば晩婚化が進行す

るか ど うか は，理 論的には必ず しも自明では

ない 点を指摘で きる。女性が留保 水準 を調整

し て 下方婚 も許容すれば，配偶者探索期 間が

短縮 され る の で ， 晩婚化進行が抑制 され る シ

ナ リオが残 され て い るか らであ る．

　 とこ ろが EAM の 趨勢に関する複数の 先行

研 究か ら，下方婚 は依然 と し て少 なく，か っ

上昇婚 ・同類婚は減少 して い る とい う実証結

果が得 られ て お り，日本 の 女性 は下方婚 を受

け入れず．上昇婚機会を待 っ て配 偶者探索を

続 けて い るとい う主張が展 開 され て い る。本

稿で は，こ の 主 張 の 再検討 を通 じ て ， （i）趨 勢

に関す る変化 （分析（i）），お よび （ii）趨勢の 変

化 の 背景 （分析（ii））を明らか にす る。
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（3 ）分析枠組み
・結果

分析（i）の 枠組み ： 先行研究は，デー
タ の観測

期間や推定方法な ど の 点で 改善の 余地 が大 き

く，EAM の 最近 の 動向まで をカ バ ーし た 上

で の 適切な検証 は不 足 し て い る状況に あ る。

そ こ で ， 生 年 の 若 い サ ン プ ル を 含 む

SSM2005 を利用 し，配 偶者 の 学歴，女性本

人 の 学歴，お よび 生年 コ
ー

ホ
ー

トそれぞれ の

違 い を区別 して 結婚の ハ ザー ド率，お よび そ

の 規定要因を推定する とい う方法 をと り，「下

方 婚は依然 と して 起 こ りに く い 」 と い う主張

を再検証す る 。

分析  の 結果 ： 大卒以上女性に関 して ，若 い

生年 コ
ー

ホ
ー

トにお い て 上昇婚お よび 下方婚

ハ ザー ド率の 両方 が低下する とい う既存の 知

見 と同様 の 結果 を得た。 こ れ に対 して ，短 大

高専女性 は ， 若 い コ ーホ ー トで 上昇婚 ハ ザー

ド率が低下 した も の の ，逆に下方婚ハ ザー ド

率は上昇す る とい う結果を得た。 こ れは ，女

性 は下方婚を受け入 れな い とい う先行研究の

主張と矛盾する結果で あ る。

分析 （ii）： 下方 婚 ハ ザ ー
ド率 の 上 昇 と い う

EAM の趨勢の 変化の 背景を探るた めに，結

婚行動 の 他の 側面の 動向をふ ま えた分析 を行

う。家庭関与 の 影響力の 変化 （分析（li−a ）），

夫婦の 出会い きっ か けの 影響 （分析（ti−b））の

二 っ を検討す る。

分析（ii−a ）の 枠組み ・結果： 日本で は
， 結婚の

成立 ，特 に結婚 相手 の 選 択に つ い て ， 家族の

関与 が強 い 影響 力を持 っ て い た こ と，か つ 見

合 い 結婚にお い て そ の 傾 向が顕著で あ っ た こ

とが知 られ て い る。 しか し周 知 の 通 り現在で

は ，見合い結婚は 大 き く衰退 し て お り，結婚

の ほ とん どは恋愛結婚 と し て 分類 される 。
こ

れ は ， 結婚相手 の 選択にお ける家族関与の影

響力が縮小す る趨 勢を推察 させ るもの で ある

が，そ れが下方 婚ハ ザー
ド率上昇に寄与して

い る可能 性が あ る。これ つ い て SSM2005 の

データ を利用 して ，父 親学歴 を代理変数 と位

置づ けて 分析 した と こ ろ ， 家族関与 は下方婚

に対 して 負の影響を示 して い たが，影響の 規

模は減少 して い る とい う実証結果を得た。

分析（ii・b）の枠組み ・結果 ： 結婚行動の も うひ

とつ の 変化 と し て ，恋愛結婚 を詳細 に分類 し

て 出会 い きっ かけの趨勢を見直す と （以下 ，

　【き っ かけ】），「友縁」 が増加 して，「職縁」

が衰退 の 兆候 を示 して い る こ とが指摘 され て

い る。これに 関 して ，EAM と 【き っ かけ 】

との 関連を検討 した先行研究をふま え る と，

友縁 の 増加 とともに 下方婚が増加す るとい う

予測 が立 っ の で ，【き っ か け】を特定で きる東

大社研パ ネル （JI．PS）の wave1 か らwave4

ま で の デー
タを利 用 して，【きっ か け】の違い

と下方婚 ハ ザー
ド率 の 関係に つ い て 分析を行

っ た。その 結果， 「友縁」 で結婚 した場合 に，

下方婚 ハ ザー ド率が上昇す る こ とが示 された。

こ れ は ， 友縁 の 増加 とい う趨 勢もま た下方婚

の 増加 に寄与する こ とを示す結果 と言え る 。

　　　　　　　　　　　　　　　 （茂木暁）

4 ，若年未婚者の配 偶者選 択基準の 変化

（1 ）問題設定

　近年 もなお進み つ つ ある非婚化 ・晩婚化 の

背 景要因 とし て ，しばしば指摘 され るの は配

偶者選 択 の 基 準で あ る。 た と えば経済産業省

商務情報政策局サ
ービ ス 産業課 （2006）で は，

年齢や学歴 ，収入 な どの 面 に関 して，配偶者

に求め る条件に つ い て 情報 を得て お り ， と り

わけ若年未婚女性の 多 くが収入 を条件と して

挙げて い る こ とが 明 らかに され て い る 。

　だが ， 配 偶者選 択の基準の 加齢 に伴 う変化

や ， そ うした変化 と関連す る要因に つ い て は ，

知 られ て い ない 。 とい うの も，データ の ほ と

ん どが ワ ン シ ョ ッ トの 調 査に と どまるため ，

個体内 の 変動 を扱 うに至 らない か らで ある。

　そ こ で 本報告で は，同
一個体を追跡 して配

偶者選択基準を繰 り返 したずね た JLPS デー

タ の 分析 によ っ て ，若年未婚者 の配偶者選 択

基準 の 変化 に 関 し て 実証 的検討 を お こ な う。

（2 ）配偶者選択基準の 潜在構造

　既に wave5 ま で 蓄積 され て い る JLPS デー

タ の うち，こ こ では配偶者選択基準につ い て

の 質閙を含む wave3 と wave5 の デー
タ の み

を用い る。なお，wave3 （2007 年）の 調査 時

点にお い て 25 歳か ら 42 歳で あ っ た者で ，か

つ wave3 と wave5 の 2 時点 ともに 配 偶者が

い な い 者 に，分析対象 を限定 した 。

　測定の 初期時点 （wave3 ）で は，性格 ・人

柄 ， 容姿， 学歴 ， 収入 ， 年齢 の 5 つ の 配偶者

選択基準に対 して 「重視する」 と答 えた者の

割合は次の通 り。男性で は，性格・人柄 92％，

容姿 58％，学歴 7％，収入 9％，年齢 40％ で

あっ た。女性で は ，性格 ・入柄 97％，容姿

47 ％ ，学歴 26 ％ ，収入 57 ％，年齢 43％ で あ

っ た 。
こ れ らの 値は ，

い くっ か の 例外は ある
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もの の ， そ の 2 年後の測定 （wave5 ）で も概

ね 同様で あ っ た。

　 こ れ ら複数の 項 目をま と め
， そ の 潜在構 造

にみ られ る変化を探る べ く，続い て，性 別 で

デ ー
タ を分 割 した うえ で ，潜 在 移行 分析

（Latent　Transition　Analysis）に よ る分析を

お こ なっ た 。 情報量基準に よ るモ デ ル 選択を

した と こ ろ，BIC によれ ば男女 ともに ク ラ ス

数 3 が適 当と判断 される。

　男性の潜在状態は，どの 基準 も重視 しな い

状態 （構成割合 3 割強）， 相対的に どの 基準

も重視する状態 （同 2 割弱）， 容姿 と年齢 の

み重視する状 態 （同 5 割弱）の 3 つ に分 けら

れ る 。 他方 ， 女性 の 潜在状態は，やや容姿重

視だ が他の どの 基準 も重視 しない状態 （構成

割合 4 割強），い ずれの基準も重視する状態

（同約 1割），収入 を強調 する 中間的状態 （同

4 割強） の 3 つ に分 け られ る 。
つ ま り，ク ラ

ス 数は同 じ 3 つ で あ っ て も，そ の 中身 の 意味

す る と こ ろは 男女で 大 きく異なる。

（3 ）配偶者基 準の 変化およ び関連する要 因

　回答者が属す る配偶者選択基準 の 潜在状態

は変わる の か ，続 い て検討を進 めた 。 3 つ の

潜在状態 ご とに ，
1 時点 目か ら 2 時点 目にか

けて、移行が起 きた か ど うか を分析 した と こ

ろ，い ずれ の 潜在状態で も移行が起きる こ と

は稀で あ る こ とがわ か っ た。男性の 非移行率

は 90−96％，女性 の それは 82−90％ ほ どで あ っ

た。比 較的，女性の ほ うが移行 しやす い とい

える。

　移行 の パ タ
ー

ン をみ る と ， 移行 の 対称性が

裏付 け られ た 、
こ れ は ， 状態 A か ら状態 B へ

の 移行 と， 状態 B か ら状態 A へ の 移行 が ， ほ

ぼ同程 度起きやす い こ ととを示唆する。また ，

2 時点問で の 周辺 同質性 も確認 された。こ ち

らは，1 時点 目と 2 時点 目 とで ，潜在状態の

周辺 分布が等 しい こ とを意味する。 し たが っ

て ， わずか 2 年間 の 時間幅で は ， 人び とが と

っ て い る配偶者選択基準 の 基本 ス タ ン ス は，

あま り変わ らない とみ る こ とがで き る。

　た だ しそれ は ， 全体的な変化につ い て い え

るこ とで，局所的にみ れ ば変化 しやす い 層を

特定す る こ とも可能で あ る。

　配偶者選択基準の 1 時点 目の 状態に対 して

は，男性で は年齢，学歴，親学歴 の 影響が み

られ る 。
30 代前半 で は配偶者選 択基準 を重視

しない 傾向が あ るほか，大学卒以上お よび親

大卒以上であ る と様 々 な配偶者選択基準を重

視 しやすい 。

　女性 にお い て も，学歴や親学歴の 効果 には

ほ ぼ同様の傾向がみ られた。また ， 30代前半

で 収入 や年齢 を重 視す る状態が 少 な くな る

（代 わ りに どれ も重視 しな い 状態が 多くな

る）傾向もみ られた。

　最後に ， 移行 の しや すさ と関連す る要因を

探索した 。 男性 に 関して は，特 に検討 した ど

の 要因も，特に関連はみ られなか っ た。 しか

し女性に関 し ては，次に述べ る 2 点 の 知見が

得 られた。第 1 に，年齢層 の 効果 で ある 。 30

代後 半の 年齢層にお い て，配偶者選択 の 条件

を 「外す」 タイ プの 移行 が起 きに くい
。 第 2

に ， 学歴 の 効果 であ る 。 女性 に限 り，大学卒

以 上で あるほ うが，配偶者選 択基 準を 「増や

す」 ない し 「付け加 える」 タイ プ の移行が起

きやすい 。これ らは，高学歴女性 の 非婚化 ・

晩婚化 現象 と整合的な結果 とい え る。

　配偶者選択基準 の 男女間で の 構造 的な違 い

が顕著で ある こ とが確認 され た ほ か，選択基

準 の 潜在状態 に及 ぼす要因が明 らか に された。

本人 の 達成した学歴や，出身背景 と して の親

学歴 は ，結婚相手を選ぶ際に も，暗に影響を

与え て い る の で ある。

　　　　　　　　　　　　　　（三 輪 　哲）

（図表 及び参考文献な どの 詳細は 当 日資料 と

して配布 する 。 なお本研究は科学研究費補助

金 基盤研 究 （S）（18103003 ，22223005 ），厚

生労働科学研 究費補助金政策科学推進事業

（H16 一
政策

一
〇18）に よ る研究成果 の

一
部

で あ る。また，調査 の 実施 に あた っ て は，東

京大学社会科学研究所研究資金 ， 株式会社ア

ウ トソーシ ン グか らの 奨学寄付金 を受けた。）
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